
人材開発施策

概　　要 人材開発施策の体系
生産性向上人材育成支援センターにおける支援（相談、訓練実施、指導員の派遣等）
労働者のキャリア形成の取組を支援する事業主に対する助成（人材開発支援助成金）
企業が単独又は共同で実施する教育訓練のための施設（認定職業訓練）

〔1,056校（令和2年4月末現在）〕
介護労働安定センター（47支部（所））における教育訓練の実施
企業実習と座学の組み合わせによる実践的能力開発（有期実習型訓練、実践型人材養成システム）

事業主等が行う教育訓練の推進

　　　事業内職業能力開発計画の作成
　　　職業能力開発推進者の選任

職
業
能
力
の
開
発
・
向
上

人
材
開
発
施
策

離職者訓練
在職者訓練
学卒者訓練
訓練施設のテクノインストラクター（職業訓練指導員）養成等̶職業能力開発総合大学校
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）

ハロートレーニング
（公共職業訓練）の実施

教育訓練給付制度（雇用保険の被保険者期間が一定以上の者を対象に厚生労働大臣が
指定する教育訓練を受講した場合に訓練費用の一部を雇用保険により支給）
キャリアコンサルティングの促進
ジョブ・カード制度の推進

労働者の自発的な能力開発の推進

フリーター・ニート状態にある者のキャリア形成支援

職業能力評価制度

技能の振興

技能検定〔130職種、令和元年度合格者約36万人、昭和34年度以来累計約734万人〕
認定社内検定（48事業主等、120職種）（令和3年4月1日現在）
職業能力評価制度の整備
卓越した技能者表彰（令和2年度150名）、ものづくり日本大賞、若年者ものづくり競技大会、
技能五輪全国大会、技能グランプリ、技能五輪国際大会、アビリンピック等

職業能力開発関係専門家の派遣
（長期専門家派遣　令和3年度現在派遣中2人）
職業能力開発関係研修員の受入れ（令和2年度0人）

政府間の技術協力
国
際
協
力

技能実習制度の適正かつ円滑な推進（令和2年12月末現在378,200人）外国人技能実習生の受入れ等

職
業
能
力
の
評
価
・
技
能
振
興 技能評価システム移転促進事業国際機関等を通じた技術協力

ハロートレーニング
（求職者支援訓練）の実施

日本版デュアルシステム、地域若者サポートステーション〔177か所（令和3年度）〕

⑥ 人材開発

⑥
人
材
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発
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ハロートレーニング（公共職業訓練）

概　　要 ハロートレーニング（公共職業訓練）の概要

職業能力開発大学校

職業能力開発短期大学校

職業能力開発促進センター

職業能力開発校

障害者職業能力開発校

職業訓練の実施 設置主体 設置数区　分

10

1

14
46

147
1
13
6

独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構

独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構
都道府県
独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構
都道府県
市町村
国（注）
都道府県

高卒者等に対する高度な職業訓練を実施（専門課程）
専門課程修了者等に対する高度で専門的かつ応用的な職業
訓練を実施（応用課程）
高卒者等に対する高度な職業訓練を実施（専門課程）

離職者及び在職者に対する短期間の職業訓練を実施

中卒・高卒者等、離職者及び在職者に対する職業訓練を実
施
障害者の能力、適性等に応じた職業訓練を実施

１．概要
　国及び都道府県は、その責務として「職業を転換しようとする労働者その他職業能力の開発及び向上について特に援助を必要
とする者に対する職業訓練の実施」に努めなければならないこととされており（職業能力開発促進法第4条第2項）、この規定を
踏まえ、労働者ごとのニーズに即した多様な職業訓練を実施するため、公共職業能力開発施設を設置している。

２．訓練対象者
　離職者、在職者、学卒者

３．公共職業能力開発施設【238校】

（注）　運営は、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（2）及び都道府県（11）に委託している。
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障害者の人材開発

概　　要 障害者人材開発行政の概要

１ 障害者職業能力開発校の設置・運営（全19校）
　（1）　国立障害者職業能力開発校（13校）

①（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構営（2校）
② 都道府県営（11校）

　（2）　都道府県立障害者職業能力開発校（6校）

3　障害者の多様なニーズに対応した委託訓練（平成16年度開始）
　　企業、社会福祉法人、NPO法人、民間教育訓練機関等、地域の多様な委託先を活用して、職業訓練を実施
　　○　訓練対象人員（予算）

H30年度：3,580人　R元年度：3,380人　R2年度：3,430人　R3年度：3,380人
　　○　特別支援学校と連携した早期委託訓練事業

H30年度：270人　R元年度：270人　R2年度：270人　R3年度：270人
　　○　在職障害者を対象とした障害者委託訓練の実施(平成22年度開始）

H30年度：150人　R元年度：150人　R2年度：150人　R3年度：150人

4　全国障害者技能競技大会（アビリンピック）の開催

2　一般の職業能力開発校における障害者の職業能力開発
　　○　受講者数

H28年度：625人　H29年度：651人　H30年度：653人　R元年度：633人

障
害
者
に
対
す
る
人
材
開
発
の
推
進
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職業能力評価

概　　要 職業能力評価制度の推進

特級

1級

2級

3級

基礎級

単一等級

技能検定試験の概要等　級

検定職種ごとの管理者又は監督者が通常有すべき技能及びこれに関する知識の程度を基準とする。

検定職種ごとの上級の技能労働者が通常有すべき技能及びこれに関する知識の程度を基準とする。

検定職種ごとの中級の技能労働者が通常有すべき技能及びこれに関する知識の程度を基準とする。

検定職種ごとの初級の技能労働者が通常有すべき技能及びこれに関する知識の程度を基準とする。

検定職種に係る基本的な業務を遂行するために必要な基礎的な技能及びこれに関する知識の程度を基準とする。

検定職種ごとの上級の技能労働者が通常有すべき技能及びこれに関する知識の程度を基準とする。

概　要

対象となる
職種等

被評価者

活用方法

職業能力評価基準名　称

労働者の職業能力を共通のものさしで評価できる様、業種・職種・職務別に必要な能力水準を示した基準。

業種別に幅広い業種を対象とし、業種横断的な経理・人事等の事務系職種についても整備。

労働者・求職者（職業能力評価基準を用いる実施者に委ねられる。）

職業能力評価基準は、業界内での標準的な基準であり、各企業の活用目的に応じてカスタマイズすることで、
人事制度の見直しや社員教育制度の導入、キャリア・パスの提示等、様々な場面での活用が可能。

概　要

対象となる
技能及び職
種等

認定等の内
容

受検対象者

技能検定制度 社内検定認定制度名　称

　国が労働者の有する技能を一定の基準に基づいて検定
し、公証する制度
　全国的に企業間で共通性のある技能で、対象労働者が
多い職種を対象
　令和3年4月1日現在、機械加工、建築大工等130職種
について特級、1級、2級、3級等に区分して実施（等級
区分のない職種（単一等級）もある）
　合格者は、厚生労働大臣名（特級、1級及び単一等級）、
都道府県知事名又は指定試験機関の長名（2級、3級等）
の合格証書が交付され、「技能士」と称することができ
る
　原則として一定の実務経験を有する者

　事業主等が実施している社内検定のうち、技能振興上
奨励すべきものを厚生労働大臣が認定する制度
　企業内における特有な技能を対象
　令和3年4月1日現在、食品の販売加工、自動車部品管
理等120職種（48事業主等）を認定

　認定を受けた社内検定（以下「認定社内検定」という。）
については、「厚生労働省認定」と表示することができる

　認定社内検定を実施する事業主等に雇用される労働者

詳細データ 技能検定の実施状況

4,900

112,112

670

29,678

13.7

26.5

96,157

3,670,350

29,728

1,516,048

30.9

41.3

328,805

8,917,663

92,984

2,995,394

28.3

33.6

279,789

3,742,381

133,234

1,772,179

47.6

47.4

57,560

110,798

14,922

32,292

25.9

29.1

100,002

867,321

90,624

810,104

90.6

93.4

2,817

324,709

1,525

182,047

54.1

56.1

871,452

17,745,334

363,734

7,337,742

41.7

41.4

特　級 1級 2級 3級 随時3級

1,422

―

47

―

3.3

―

随時2級 基礎級 単一等級 合　計

資料：厚生労働省人材開発統括官調べ。
上段：令和元年度、下段：累計（昭和34年度～令和元年度）
（注） 1．随時3級の申請者数及び合格者数の累計については、技能実習法改正による受検義務化（平成29年度）以降の値としている。
　　　2．基礎級については、平成29年度以前の実績においては、基礎1・2級を含む。

申請者数
（人）

合格者数
（人）

合格率
（％）
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技能の振興

概　　要 技能の振興

若年技能者人材育成
支援等事業

若年者ものづくり
競技大会

技能五輪全国大会

技能五輪国際大会

技能グランプリ

卓越した技能者（現代
の名工）の表彰制度

ものづくり日本大賞
（内閣総理大臣表彰）

職業能力開発関係
厚生労働大臣表彰

職業能力開発論文
コンクール

職業訓練教材
コンクール

アビリンピック
（全国障害者技能
競技大会）

概　要施　策

ものづくり分野で優れた技能、豊かな経験を有する「ものづくりマイスター」を企業、業界団体、教
育訓練機関に派遣し、若年技能者等に対して、技能競技大会の競技課題等を用いた実技指導を実施し
ている。
また、地域における技能尊重気運の醸成を図るため、技能者を活用した技能習得機会の提供等、地域
関係者の創意工夫による取組みを一層推進している。

職業能力開発施設、認定職業訓練施設、工業高校等において技能を習得中の 20 歳以下の若者に対し
て技能レベルを競う場を提供することにより、これら若者に目標を付与し、技能を向上させることに
より就業促進を図り、併せて若年技能者の裾野の拡大を図ることを目的として、2005（平成 17）年
度から実施している。　※2020（令和 2）年度に予定されていた第 15 回大会は新型コロナウイルス
感染症の状況を勘案し中止。

国内の青年技能者（原則 23 歳以下の者）の技能レベルを競うことにより、青年技能者に努力目標を
与えるとともに、技能に身近に触れる機会を提供するなど、広く国民一般に対して技能の重要性、必
要性をアピールし、技能尊重気運の醸成を図ることを目的として 1963（昭和 38）年度から毎年実施
している。　※2020（令和 2）年度の第 58 回大会は新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため無
観客開催。開閉会式及び競技を LIVE 配信。

青年技能者（原則 22 歳以下の者）が国際的に技能を競うことにより、参加国の職業訓練の振興及び
技能水準の向上を図るとともに、国際交流と親善を目的として 1950（昭和 25）年にスペインで開催
され、現在隔年で開催。我が国は、1962（昭和 37）年度から参加している。　※2021（令和 3）年
度に予定されていた第 46回大会は新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、1年延期。

特に優れた技能を有する一級技能士等が参加する技能競技大会であり、技能士の技能の一層の向上を
図るとともに、その地位の向上及び技能の振興を図ることを目的として 1981（昭和 56）年度から毎
年実施してきたが、2002（平成 14）年度以降は隔年開催となっている。　※2020（令和 2）年度の
第31回大会は新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため無観客開催。開閉会式及び競技をLIVE配信。

卓越した技能者を表彰することにより、広く社会一般に技能尊重の気風を浸透させ、もって技能者の
地位及び技能水準の向上を図るとともに、青少年がその適性に応じ、誇りと希望を持って技能労働者
となり、その職業に精進する機運を高めることを目的として 1967（昭和 42）年度から実施している。

我が国の産業・文化の発展を支え、豊かな国民生活の形成に大きく貢献してきた「ものづくり」に携
わる人材のうち、特に優秀な成果を成し得た個人若しくはグループ又は団体に対してその功績をたた
えることにより、「ものづくり」に係る技術及び技能の更なる発展と次世代への着実な継承に寄与す
ることを目的として、2005（平成 17）年度から実施している（3年ごとの実施）。

認定職業訓練及び技能検定の推進についてその業績が極めて優良で他の模範となると認められる事業
所、団体又は功労者及び技能振興の推進についてその業績が極めて優良で他の模範になると認められ
る事業所及び団体を表彰することにより、認定職業訓練、技能検定及び技能振興の推進と技能水準の
向上に資するとともに職業能力開発促進法の趣旨の周知徹底を図ることを目的として実施している。

職業能力開発に携わる方等によって執筆された職業能力開発の実践等に係る論文のうち、優秀な論文
を表彰することにより、職業能力開発関係者の意識啓発及び職業能力開発の推進と向上に資すること
を目的として隔年実施している。

公共職業訓練又は認定職業訓練等において、訓練を担当する職業訓練指導員等が開発した教材のうち、
その使用により訓練の実施効果が上がり、創意工夫にあふれ、広く関係者に普及するに足る優れたも
のを表彰することにより、職業訓練指導員の技術水準の向上を図り、もって職業訓練の推進とその向
上に資することを目的として隔年実施している。

障害のある人の職業能力の開発を促進し、技能労働者としての自信と誇りを持って社会に参加すると
ともに、広く障害のある人に対する社会の理解と認識を深め、障害のある人の雇用の促進を図ること
を目的として、1972（昭和 47）年から実施している。

⑥
人
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キャリア形成支援

概　　要 職業生涯を通じたキャリア形成支援の推進について

○　職業生涯の長期化や働き方の多様化等が進む中、労働者の段階的・体系的な職業能力の開発・向上を促進し、ひいては人
材の育成・確保や労働生産性の向上等につなげるため、職業訓練の充実・強化や能力本位の労働市場の形成を支援するのみ
ならず、個々人に合った職業生涯を通じたキャリア形成を支援していくことが必要。

・教育訓練給付制度による労働者の自発的な能力開発の支援。
・キャリアコンサルタント登録制度等を通じたキャリアコンサルタントの計画的な養成及び質の向上。
・個人が身近にキャリアコンサルティングを受けることができる環境の整備。
・ジョブ・カード制度の活用促進。

（1）個人の主体的な能力開発の支援

・人材開発支援助成金、認定職業訓練制度等のより効果的な活用や企業内でキャリア形成の推進役となる人材の育成等
の促進。

・設備・訓練指導員・資金等の面で企業内では実施困難な職業訓練について、中小企業等のニーズに即して個別に実施
する在職者訓練や訓練指導員の企業への派遣等を一層効果的に実施。

・職業生活の節目において、企業内で定期的にキャリアコンサルティングを受けられる環境（セルフ・キャリアドック）
の整備。

（2）企業による労働者の能力開発の支援
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若年無業者等の職業的自立支援

概　　要 地域若者サポートステーション事業

○若者の数が減少する一方で、若年無業者（ニート）※1の数は50 ～ 60万人台で推移しており、いわゆる氷河期世代を含めた無
業者の数は約130万人に達している。

○これらの者の就労を支援することは、若者等の可能性を広げるだけでなく、将来生活保護に陥るリスクを未然に防止し、経済
的に自立させ、地域社会の支え手とするとともに、我が国の産業の担い手を育てるために重要である。

○そのため、若年無業者等が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材となるよう「地域若者サポートステーション」
（※2）において、地方自治体と協働し（※3） 、職業的自立に向けた専門的相談支援、高等学校・福祉機関等へのアウトリーチ相談、
就職後の定着・ステップアップ支援、若年無業者等集中訓練プログラム等を実施する。

○令和3年度は、就職氷河期世代の方々の着実な就職等の実現を強力に支援するため、対象者の個別ニーズに対応した支援メ
ニューを複数年度に跨がって一体的に提供するとともに、オンラインによる相談支援を促進する。

地
方
自
治
体

令和元年度地域若者サポートステーション事業の実績

11,110 10,603 15,815 67.0% 457,293 287,413 169,880

進路決定者数（人） 登録者数
（人）

就職等率
（％）

総利用件数
（件）

相談件数
（件）

セミナー等
参加者数（人）うち就職等者数

（人）

ハローワーク
サポステの支援がないと求職活動を行うのは困難なケース 職業相談・紹介

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

＊平成27年度より、「就職者」について雇用保険被保険者になり得る
就職者に限定、さらに平成29年度より、雇用保険被保険就職であ
ることを書類により確認できる場合に限定

＊平成30年度より、「就職等」とし、雇用保険被保険者となることが
見込まれる就職及び公的職業訓練スキームへの移行も含めて評価

設置箇所数
就職率（就職(等)者数／登録者数）

41.9% 42.2%
38.0%

52.3%

57.2%
61.9%

55.4%

62.1%
67.0%110 116

160 160 160 160
173 175 177 177

就
職
（
職
業
訓
練
等
の
進
路
決
定
）

就労に向けた支援

地域若者サポートステーション177箇所
※うち34箇所は常設サテライトとして設置

地域若者サポートステーション事業

○サポステ相談支援事業　
・職業的自立に向けての専門的相談支援（個別相談・プログラム

等）
・高校中退者等のニーズに応じたアウトリーチ型の相談
・福祉機関等へのアウトリーチ展開
・OJTとOff-JTを組み合わせた職場体験プログラム
・就職した者への定着・ステップアップ相談

○若年無業者等集中訓練プログラム事業
就職活動や職業生活に必要な実践的な知識・能力の獲得に向けた
合宿形式を含めた集中的な訓練（一部のサポステで実施）

若者自立支援中央センター（全国1か所）
サポステスタッフ研修、調査・研究、情報収集・提供、　等
氷河期世代無業者一元案内・相談機能（サポステ・プラス・ナビ）
サポステにおけるオンライン相談の支援機能の強化

高校等教育機関

保健・福祉機関

地域社会
自治会、町内会等

商工会・商店街 企業
（職場体験先） 公民館NPO等

・他の支援機関との連携・リファー
・高校等からの支援対象者に係る情報提供

【サポステの実績】

・
オ
ン
ラ
イ
ン
相
談
の
環
境
整
備

・
就
職
氷
河
期
世
代
に
対
す
る
複
数
年
度
に
跨
が
っ
た
支
援

  

（
国
庫
債
務
負
担
行
為
）

（※1　15 ～ 34歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者　※2　H18年度～。若者支援の実績・ノウハウのあるNPO法人等　実施。15 ～ 49歳対象　※3　地方自治体から予算措置等）
⑥
人
材
開
発
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外国人技能実習制度

概　　要

外国人に対する技能移転の仕組みとして平成5年に創設。2010（平成22）年7月より入国1年目から技能実習生として、労働基準法
等の労働関係法令が適用されている。
技能実習制度においては、入国時に原則2か月間の日本語や法令関係等の講習を行い、技能実習1号（技能実習1年目）で技能検定
基礎2級相当、技能実習2号（2・3年目）で技能検定3級相当の技能修得を目標に、日本において技能を学ぶ。
さらに、2017（平成29）年11月1日に施行された外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律に基づく新制
度においては、一定の要件を満たした優良な実習実施者等に限って、技能実習3号（4・5年目）での実習が認められ、技能検定2級相
当の技能習得を目標に、最長5年間の実習が可能となっている。

外国人技能実習制度の概要（団体監理型）

「技能実習2号」

雇用関係の下での実習 雇用関係の下での実習

「技能実習1号」

講習 雇用関係の下での実習

1年 2年 2年

実
習　実

習
実
施
者
で
実
施

　監
理
団
体 : 

訪
問
指
導
・
監
査

講
習
（
座
学
）

　監
理
団
体
で
原
則
２
か
月
間
実
施

　
　
　
　
　
　
　（
雇
用
関
係
な
し
）

○
入
国

　
　
　

　在
留
資
格 :

「
技
能
実
習
１
号
口
」

○
在
留
資
格
の
変
更

　在
留
資
格 :

「
技
能
実
習
２
号
口
」

○
帰
国

「技能実習3号」

基礎級
（実技試験及び学科試験

の受検が必須）

3級
（実技試験の
受検が必須）

2級
（実技試験の
受検が必須）

＊
対
象
者

　所
定
の
技
能
評
価
試
験
（
技
能
検
定
基
礎
級
相
当
）
の

　学
科
試
験
及
び
実
技
試
験
に
合
格
し
た
者

＊
対
象
職
種

　送
出
国
の
ニ
ー
ズ
が
あ
り
、
公
的
な
技
能
評
価
制
度
が

　整
備
さ
れ
て
い
る
職
種
（
現
在
85
職
種

156
作
業
）

※
第
3
号
技
能
実
習
開
始
前
又
は
開
始
後
1
年
以
内

実
習　実

習
実
施
者
で
実
施

　監
理
団
体 :  

訪
問
指
導
・
監
査

○
一
旦
帰
国
（
一
ヶ
月
以
上
）

○
在
留
資
格
の
変
更

在
留
資
格 :  

「
技
能
実
習
３
号
ロ
」

実
習　実

習
実
施
者
で
実
施

　監
理
団
体 :  

訪
問
指
導
・
監
査

＊
対
象
者

　所
定
の
技
能
評
価
試
験
（
技
能
検
定
３
級
相
当
）
の

　学
科
試
験
に
合
格
し
た
者

＊
対
象
職
種

　技
能
実
習
２
号
移
行
対
象
職
種
と
同
一

＊
監
理
団
体
及
び
実
習
実
施
者 : 

一
定
の
明
確
な
条
件
を

　充
た
し
、
優
良
で
あ
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
も
の

外国人技能実習生の推移 （単位：人、各年末現在）

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

計 151,482 155,214 167,641 192,655 228,589 274,233 328,360 410,972 378,200

資料：法務省「在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表」
（注） 平成28年までは、在留資格「技能実習1号」及び「技能実習2号」の総在留外国人数を合わせた数である。
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